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公益目的支出計画実施報告書 

【29年度（2017/4/1から 2018/3/31まで）の概要】 

１．公益目的財産額 10,097,432円 

２．当該事業年度の公益目的収支差額 （（１）＋（２）−（３）） 10,213,503円 

（１）前事業年度末日の公益目的収支差額 7,130,456円 

（２）当該事業年度の公益目的支出の額 85,654,177円 

（３）当該事業年度の実施事業収入の額 82,571,130円 

３．当該事業年度末日の公益目的財産残額  -116,071円 

４．２の欄に記載した額が計画に記載した見込み額と異なる場合、その概要及び理由 注 

 移行時に確定した公益目的財産額について、公益目的支出計画に則して支出し、実施期間の最終年度となる当該事業年度において、公益
目的支出計画が当初計画のとおり達成された。 
 

注：詳細は、別紙様式に個別の実施事業等ごとに記載してください。 

 

【公益目的支出計画の状況】 

公益目的支出計画の 
完了予定事業年度の末日 

（１）計画上の完了見込み 平成 30年 3月 31日 

（２）（１）より早まる見込みの場合  

 

 前事業年度 当該事業年度 翌事業年度 

計画 実績 計画 実績 計画 

公益目的財産額 10,097,432 円 10,097,432円 10,097,432円 10,097,432 円 円 

公益目的収支差額 8,796,080円 7,130,456円 10,995,100円 10,213,503 円 円 

公益目的支出の額 73,280,020 円 86,265,672円 73,280,020円 85,654,177 円 円 

実施事業収入の額 71,081,000 円 84,058,306円 71,081,000円 82,571,130 円 円 

公益目的財産残額 1,301,352円 2,966,976円 -897,668円 -116,071円 円 

注：前事業年度及び当該事業年度の計画及び実績の額、翌事業年度の計画の額を記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

 

【実施事業（継続事業）の状況等】 

事業番号 事業の内容 

継 1 観光商品販売促進事業 

 

（１） 計画記載事項 

事業の概要 

【目的】 
岐阜県の魅力を県内外に発信するとともに、観光事業の健全な発展と振興並びに地域の活性化を図り、もって県民の生活、文化及び経済の向
上発展に寄与することを目的とする 
【内容等】 
（１） 販売促進キャンペーン事業 
鉄道、バス、航空機等の各事業者と連携した旅行商品の開発・販売、旅行会社やメディアを招請して会員施設や県内観光地のＰＲ、大消費地で
の観光物産展の開催等々、様々なチャンネルから岐阜県をＰＲし、新規観光商品の開発・販売を行う事業。 
（２） 海外販売促進事業 
シンガポール、タイ、マレーシア、台湾、中国、韓国等の東南アジア・東アジア地域を対象として岐阜県をＰＲし、岐阜県への誘客を図る事業。 
（３） インターネット販売促進事業 
平成２３年度に全面的にリニューアルしたホームページを活用して、インターネットでの販売促進を行う事業。 
（４） 名古屋センター販売事業 
名古屋・中日ビルに『飛騨・美濃観光名古屋センター』を活用して岐阜県のＰＲし、岐阜県への誘客を図る事業。 
（５） 四水会の運営事業 
中京圏で活躍されている方々との和やかな懇談と情報交換を行いながら、岐阜県の各種施策、事業活動の推進に向けて有益な情報や人材の
発掘とネットワークの構築を図ると共に、観光・モノ・食をセットにした観光誘客を図る事業 
【対象者】 
誘客ＰＲは国内外の観光事業者や一般国民を対象としております。 
【事業実施のための財源】 
岐阜県及び公益社団法人日本観光協会からの補助金のほか、広告料収入及び物産展参加料収入を財源としております。 

（１）当該事業に係る公益目的支出の見込額 73,280,020円 

（２）当該事業に係る実施事業収入の見込額 71,081,000円 

 

（２） 当該事業年度の実施状況 

事業の実施状況について 

（１）販売促進キャンペーン事業 
鉄道、バス、航空機等の各事業者と連携した旅行商品の造成を支援し、観光誘客を促進するため、旅行会社との商談会の開催や、本県への視
察招へいを行うとともに、団体旅行商品造成販売経費への助成金を交付し、個人型宿泊旅行商品への造成・販売経費への助成金制度を創設し
て冬季の誘客を図った。また、県内周遊の促進を図るためスタンプラリーや名古屋市等で観光物産展などを行った。 
（２）海外販売促進事業 
国のビジットジャパン地方連携事業を活用するなどして、台湾、ベトナム、フィリピン、シンガポール、マレーシア、インドネシアでの現地セールス
プロモーションや旅行会社やメディアを招請して岐阜県をＰＲし、岐阜県への誘客を図った。 
（３）インターネット販売促進事業 
岐阜県観光連盟のホームページ「岐阜の旅ガイド」の観光情報の最適化を図るとともに、発進力強化のため、ＰＣ版のデザインリニューアルや機
能追加を行った。 
（４）名古屋センター販売事業 
名古屋・中日ビルに設置している「飛騨・美濃観光名古屋センター」を活用して、岐阜県を PR し誘客を促進した。 
（５）四水会の運営事業 
中京圏で活躍されている方々との和やかな懇談と情報交換を行いながら、岐阜県の各種施策、事業推進に向けた情報交換やネットワークの構
築を図るとともに、観光・モノ・食をセットにした観光 PRを行った。 
【対象者】 
国内外の者を対象に誘客 PRを行った。特に、国内では、大都市圏を中心に、海外では東南アジア地域を対象とした。 
【事業実施のための財源】 
岐阜県及び公益社団法人日本観光振興協会からの補助金のほか、広告料収入及び物産展参加料等の収入を財源とした。 

（１）当該事業に係る公益目的支出の額 85,654,177円 

（２）当該事業に係る実施事業収入の額 82,571,130円 

（３）（（１）−（２））の額 3,083,047円 

（４）当該事業に係る損益計算書の費用の額 85,654,177円 

（５）当該事業に係る損益計算書の収益の額 82,571,130円 

（１）及び（２）に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その内容及び理由  注 

 
 

 

注：この事業に係る公益目的支出の額等の変更が、公益目的支出計画全体の実施に影響を与えるか否かについても記載してください。 
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【実施事業（継続事業）の状況等】 

 （３）実施事業資産の状況等 

番号 注 資産の名称 
時価評価資産の算定
日の時価 

移行後に取得した
場合の取得価額 

前事業年度末日
の帳簿価額 

当該事業年度末日の
帳簿価額 

使用の状況 
 

 該当なし 円 円 円 円    

注：算定日に有していた資産については、移行認可申請書（別表Ａ公益目的財産額の算定）に記載した資産の番号（イ１、ロ２・・ａ１・など）を記載してください。 

 

【実施事業(継続事業)の状況等】 

事業番号 事業の内容 

継 1 観光商品販売促進事業 

 

【実施事業収入の額の算定について】 

（１）「損益計算書の収益の額」に対応した（２）「実施事業収入の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。 

損益計算書の科目 （１）損益計算書の収益の額 （２）実施事業収入の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注  

事業収益 3,745,534円 3,745,534円 
観光商品販売促進事業の事業収益であり、実施事
業の収入とする。 

 

受取補助金等 78,825,596円 78,825,596円 
観光商品販売促進事業の補助金等であり、実施事

業の収入とする。 
 

計 82,571,130円 82,571,130円 

注：実施事業収入の額の算定の記載事項について、必要な説明書類を添付してください。 

【公益目的支出の額の算定について】 

（１）「損益計算書の費用の額」に対応した（２）「公益目的支出の額」を記載し、その算定に当たっての考え方を記載してください。 

損益計算書の科目 （１）損益計算書の費用の額 （２）公益目的支出の額 （２）の額の算定に当たっての考え方 注  

その他 85,654,177円 85,654,177円 異なる費用科目はないため、（１）と同額である。  

計 85,654,177円 85,654,177円 

注：（１）と（２）が同額である場合には、「科目」欄を「その他」として、まとめた額を（１）及び（２）欄に記載してもかまいません。 
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別表 A［公益目的支出計画実施報告書］ 

【公益目的支出計画実施期間中の収支の見込みについて】 

 

（１） その他の主要な事業について 

変更の内容及び公益目的支出計画の実施に対する影響等 注１ 

特に記載すべき内容はない 

注１：その他の主要な事業として、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」に記載した事業のうち、その事業の内容や実施方法に変更があった

場合に、事業番号、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してください。また、新たにその他の主要な事業を開始した場

合は、その旨、当該事業の概要及び公益目的支出計画の実施に対する影響を記載してください。なお特に記載すべき内容がない場合はその旨入力してくだ

さい。 

（２）資産の取得や処分、借入について 

実施内容（計画の変更内容）及び公益目的支出計画の実施に対する影響等 注２ 

特に記載すべき内容はない 

注２：「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載した多額の借入や施設の更新、高額財産の取得・処分等の活動を実施した場合

は、公益目的支出計画に与えた影響を記載してください。また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもののうち、計画内容

に変更があった場合に、変更の内容、その理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。 

また、「公益目的支出計画実施期間中の収支の見込み」の備考欄に記載したもの以外で、法人全体の財務に大きな影響を与える活動を新たに予定する場

合は、その内容、理由及び公益目的支出計画に対する影響を記載してください。 

なお特に記載すべき内容がない場合はその旨入力してください。 
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別表Ｂ［公益目的支出計画実施報告書］ 

【引当金等の明細】 

（１）実施事業に係る引当金 

 

番号 

引当金の名称 目的 事業番号  

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

目的使用 その他 

１ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため 1  

 176,969円 91,698円 0円 0円 268,667円 

 

 （２）（１）以外の引当金のうち、算定日において計上していたもの 

 

番号 

引当金の名称 目的  

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

目的使用 その他 

 該当なし    

 円 円 円 円 円 

 

 （３）「その他支出又は保全が義務付けられているもの」としたもの 注 

 

番号 

財産の名称 目的  

期首の価額 当期増加額 当期減少額 期末の価額 

目的使用 その他 

 該当なし    

 円 円 円 円 円 

注：算定日において、退職給付会計導入に伴う変更時差異の未処理額を公益目的財産額から控除した場合については、当該未処理額は記載不要です。 

 


